新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業実施要領

（趣旨）
第1条　この要領は、長崎県新型コロナウイルス感染症医療体制等緊急整備事業補助金実施要綱（以下、「実施要綱」という。）にかかる「（16）新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業」 を適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定める。

（事業の目的）
第２条　新型コロナウイルスワクチンの効果的・効率的な接種を進める観点から、企業又は大学等において職域での接種を促進することにより、市町が実施主体であるワクチン接種の支援を行うことを目的としている。

（補助の対象事業者及び対象事業）
第３条　この補助金の交付の対象となる事業者及び対象事業は以下のとおりとする。
・中小企業（中小企業基本法（昭和38 年法律第154 号）第２条第１項に規定する中小企業を指す。以下同じ。）が商工会議所、総合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体を事務局として共同実施したもの。
・大学、短期大学、高等専門学校、専門学校（以下「大学等」という。）の職域接種で所属の学生も対象とし、文部科学省が別に定める地域貢献の基準を満たしているもの。
※ただし、対象となる事業は、下記①と②のいずれかに該当するものとする。
①中小企業又は大学等が接種を委託した外部の医療機関が、中小企業等の指定した場所に出張して実施する職域接種であること。
②商工会議所、業界団体等が職域接種の実施のために新たに医療機関を開設した場合であって、外部医療機関から医師等を雇用する費用が商工会議所等に発生していて、かつ、職域接種終了後に速やかに医療機関の廃止届けを提出する場合における職域接種であること。
※なお、企業内診療所が実施する場合、接種対象者が外部の医療機関に出向いて接種を受ける場合及び大学の附属病院が当該大学内で実施する場合は対象外とする。

（補助の対象経費）
第４条　以下に掲げる経費について、支援を行う。
（例）
・職域接種に従事する者の賃金・報酬・謝金・時間外等
・最寄り駅等から会場までの送迎費
・予約受付及び会場運営等の委託料
・職域接種を行うための会場使用料・賃借料
・職域接種設置時に使用する消耗品費及び備品購入費
・その他、職域接種を行う際に必要と認められる経費等
※ただし、下記については対象外とする。
・職域接種の設置等に直接必要とならないもの。
・同時に住民接種と職域接種を行う場合に各接種に係る経費の切り分けが困難なもの。

（補助の要件）
第５条　本補助金の交付を受けようとするものは、補助の申請に際して、実施要綱に定めるものに加え、下記（１）～（３）を知事に提出しなければならない。
（1） 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業における職域接種の実績報告書（別紙様式第1号）
（2） 領収書整理票（新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業）（別紙様式第２号）
（3） 申請者が第3条に規定する条件を満たすことを証明するもの（任意様式）

（補助の基準額）
第６条　補助の基準額は、
（１）令和３年６月1日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワクチンの職域接種の開始について」に基づいて設置した会場での職域接種に対する補助は、「接種回数」×「1,000円」を上限とする。
（２）令和３年11月17日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る職域接種の開始について」に基づいて設置した会場での職域追加接種に対する補助は、「接種回数」×「1,500円」を上限とする。

（その他）
第７条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

（附則）
この要領は、令和3年度予算から適用する。
